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株主各位

第23期連結計算書類の連結注記表

第23期計算書類の個別注記表

上記の事項は、法令及び当社定款の第14条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.pharmafoods.co.jp/）に掲載することによ
り、株主の皆様に提供したものであり、監査役及び会計監査人が監査報告を作成す
るに際して、監査をした対象の一部です。

2020年９月29日

株式会社ファーマフーズ

表紙
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　３社
・連結子会社の名称　　株式会社ファーマフーズコミュニケーション

株式会社フューチャーラボ
株式会社メディラボ

２．持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した関連会社の数及び関連会社の名称

・持分法を適用した関連会社の数　　　１社
・持分法を適用した関連会社の名称　　ベナート株式会社

②持分法適用会社の事業年度等に関する事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の直近の
四半期決算を基にした仮決算により作成した計算書類を使用しております。ただし、連結決
算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

②デリバティブ　　　　　　　　　　　　　時価法
③たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・原材料・仕掛品
・貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年4月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物

定額法

その他 定率法
主な耐用年数 建物及び構築物 5～50年

工具、器具及び備品 2～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法
その他の無形固定資産 定額法

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法

（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年
度に負担すべき額を計上しております。

（４）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について、振当処理の要件を満た
している場合には、振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　為替予約
　ヘッジ対象　外貨建仕入債務及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針
　為替リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場
変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

（５）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る負債の計上基準

　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債
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務については、当該為替予約の円貨額に換算しております。
③のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果の発現する期間（５年～８年）を見積もり、その見
積期間に応じて均等償却しております。

④消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額

586,779千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　29,043,400株

２．剰余金の配当に関する事項
 （１）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総額
1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2020年１月14日
取締役会

普通株式 101,642千円 3.50円 2020年１月31日 2020年４月２日

 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2020年10月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 145,217千円 5.00円 2020年７月31日 2020年10月21日

３．当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
　普通株式　　35,600株
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的かつ安全性の高い金融資産に限定する方針で
あります。また、資金調達については、必要な資金を銀行借入により調達しております。デ
リバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方
針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、外貨建営業債
権は、為替変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であります。このうち、時価のある
ものについては市場価格の変動リスクに晒されております。
　関係会社長期貸付金は、当社の関係会社に対する貸付金であり、いずれも貸付先の信用リ
スクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、１年内返済予定の長期借入金、未払金及び未払法人
税等は、１年以内の支払期日であります。営業債務の一部に外貨建てのものがあり、為替の
変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて先物為替予約取引を利用してヘッジしてお
ります。
　長期借入金は、いずれも固定金利であり、金利変動リスクには晒されておりません。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的
とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、
ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類の作成のための
基本となる重要な事項に関する注記等「５．会計方針に関する事項（４）重要なヘッジ会計
の方法」をご参照ください。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、関係会社長期貸付金については、与信管理規程に基
づき、取引先ごとの与信限度額を設定し、期日管理及び残高管理を行うとともに、滞留債権
管理を行っております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握して
おります。
　当社は、外貨建ての営業債務について、為替の変動リスクに対して、必要に応じて先物為
替予約を利用してヘッジしております。なお、デリバティブ取引については、デリバティブ
管理規程に基づき、決裁担当者の承認を得て行っております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（５）信用リスクの集中
　当連結会計年度の決算日現在における営業債権のうち、5.5％が特定の大口顧客に対する
ものであります。

－ 4 －
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めてお
りません（（注）２．をご参照下さい）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

⑴　現金及び預金 3,282,564 3,282,564 －
⑵　受取手形及び売掛金 2,238,986

貸倒引当金（※１） △2,923
2,236,063 2,236,063 －

⑶　投資有価証券 136,587 136,587 －
⑷　関係会社長期貸付金 54,350 51,528 △2,821

資産計 5,709,565 5,706,743 △2,821
⑴　支払手形及び買掛金 449,878 449,878 －
⑵　１年内返済予定の長期借入金 1,275,660 1,275,660 －
⑶　未払金 722,101 722,101 －
⑷　未払法人税等 157,937 157,937 －
⑸　長期借入金 2,302,939 2,290,935 △12,003

負債計 4,908,516 4,896,512 △12,003
デリバティブ取引（※２） △477 △477 －

（※１）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
（※２）デリバティブ取引により生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

　　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
　この時価について、時価のある株式等は取引所の価格によっており、債券は取引
金融機関等から提示された価格を参考にしております。

⑷　関係会社長期貸付金
　当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の
信用リスクの区分ごとに、その将来キャッシュ･フローを国債の利回り等適切な指標
に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　１年内返済予定の長期借入金、⑶　未払金、
⑷　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。なお、為替予約の振当処理の対象とされている買掛金
は、当該為替予約と一体として処理された額をもって評価しております。

⑸　長期借入金
　この時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
　これらの時価につきましては、取引先金融機関から提示された価額によっており
ます。なお、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と
一体として処理されているため、その時価は当該買掛金の時価に含めて記載してお
ります。
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　　（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

関係会社株式 125,876
関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから、上表には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 168円87銭
（２）１株当たり当期純利益 23円79銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 6 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

②デリバティブ　　　　　　　　　　　　　時価法
③たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・原材料・仕掛品・貯蔵
品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

（２）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年4月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物

定額法

その他 定率法
主な耐用年数 建物 5～50年

工具、器具及び備品 2～15年
②無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法

その他の無形固定資産 定額法
③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法

（３）引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年
度に負担すべき額を計上しております。

退職給付引当金　　　従業員への退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付
費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

－ 7 －
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（４）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について、振当処理の要件を満た
している場合には、振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　為替予約
　ヘッジ対象　外貨建仕入債務及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針
　為替リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場
変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。なお、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債務につい
ては、当該為替予約の円貨額に換算しております。

（６）消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額　　　555,971千円

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権
短期金銭債務

77,264千円
377,384千円

３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 3,528千円
一般管理費 1,199,773千円

営業取引以外の取引による取引高 23,474千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の数

該当事項はありません。
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５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
たな卸資産評価損 16,237千円
ゴルフ会員権評価損否認 85千円
投資有価証券評価損 1,610千円
未払事業税 12,685千円
販売権償却否認 4,275千円
貸倒引当金 892千円
繰延ヘッジ損益 145千円
その他 974千円
繰延税金資産小計 36,906千円
評価性引当額 △16,593千円
繰延税金資産計 20,313千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 3,135千円
繰延税金負債計 3,135千円

繰延税金資産の純額 17,178千円

６．関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は

出資金
（千円）

事業の内容
議決権等の

所有（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社 ㈱ﾌｧｰﾏﾌｰｽﾞ
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

福岡市
中央区 12,400 ｺｰﾙｾﾝﾀｰ事業 直接　100.0

ｺｰﾙｾﾝﾀｰ業務の委託
役員の兼任

業務委託 1,139,059 未払金 107,768

子会社 ㈱ﾌｭｰﾁｬｰﾗﾎﾞ 東京都
港区 100,000

化粧品及び
美容雑貨の
販売事業

直接　100.0

子会社債権の
回収代行

経費の立替
資金の貸付
役員の兼任

売上債権の
回収代行
（注３）

－ 未払金 266,869

経費の立替
（注４） － 立替金 53,274

資金の貸付
（注５） 200,000

関係会社
短期貸付金 －

資金の回収 200,000

　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が
含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
取引価格については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

３．当社が当社の子会社の売上代金の回収代行を実施したものであり、当社と子会社の直接
的な取引ではないため、取引金額の記載を省略しております。

４．子会社負担の費用を、当社が一時的に立て替えたものであります。なお、当該立て替え
に係る債権額は実費相当額となっており、当社と子会社の直接的な取引ではないため、
取引金額の記載を省略しております。

５．資金の貸付に係る利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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７．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 161円22銭
（２）１株当たり当期純利益 19円97銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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